
（参考2)鉄筋の腐食（経年劣化）について

1. 鉄筋コンクリート内部の鉄筋の腐食＇メカニズム

鉄筋コンクリート中の鉄筋は，pH12以上の強アルカリの環境であり，鉄筋の表面は不働態皮膜に

覆われており，鉄筋の腐食はほとんど発生しない。しかし，鉄筋コンクリート構造物の供用期間中

は，空気中の二酸化炭素（CO2），塩化物イオン (Cl] がコンクリートヘ浸透することに伴う中性化

や塩害による鉄筋の不働態皮膜の破壊，水分，酸素の供給による鉄イオンの反応に伴う鉄さびの生

成，鉄さびの膨張に伴うコンクリート内部応力の増加によるひび割れ発生の過程が繰返して進行

し，最終的にはコンクリートの劣化（剥離・崩落）に至る。鉄筋コンクリート内部の鉄筋腐食のメ

カニズムを図 lに示す。また，図 1中の鉄筋の腐食が発生する化学反応式を以下に示し，地下水に

露出している鉄筋の腐食のメカニズムの詳細を図 2に示す。

Fe→Fe2++2e― 

H心＋（1/2)0叶2e→2(0H)一

Fe2++2QH-→Fe(OH)2 （水酸化第一鉄）

2Fe(OH)叶比0+(1/2)0戸 2Fe(OH)3（水酸化第二鉄）

Fe(OH)3→FeOOH+H心（赤錆）

鉄筋の不働態皮膜の破壊
コンクリートの剥離・崩落
更なる鉄筋の腐食の進行
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図1 鉄筋コンクリート内部の環境及び鉄筋腐食のメカニズムの概要 1)
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図2 地下水中の鉄筋の腐食のメカニズム 2)
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一般的に，健全な鉄筋コンクリートの鉄筋の腐食及びコンクリートの劣化は，施工，使用環境条

件の影響があるものの，建設されてから数十年の期間にかけて徐々に進行する。図 3は日本の橋梁

建設と補修の数を年代毎の推移を示し， 1960年代の高度経済成長期に施工された構造物の鉄筋コン

クリート設計耐用年数 50年が経過した現在にコンクリートの剥離や崩落の劣化，補修，再建設が必

要と報告されている。
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図3 日本の総橋梁数の推移予測 1)

（国土交通省のデータをもとに作成。2020年以降の橋梁数は，図の作成時にデータがないため， 2010

年から 2020年にかけての橋梁数の増加と同様の増加をたどると仮定している）

注記： 1）土井康太郎：コンクリート中鉄筋の腐食診断技術，まてりあ（日本金属学会会報）第 59巻，第6

号，pp.313-320, 2020年

2)多田英司，西方篤：金属の腐食のしくみ，化学と教育， 65巻，12号，pp.612-615, 2017年

2. 地中連続壁部の鉄筋の腐食に係る考察

2. 1 地中連続壁部の鉄筋の残置状況

鋼製防護壁基礎の中実鉄筋コンクリートは，施工時の不具合（コンクリート未充填，鉄筋の変

形・脱落，鉄筋の高止まり）が発生している地中連続壁部を残置し，その内部を掘削後に築造す

る。地中連続壁部のコンクリート未充填箇所は，中実鉄筋コンクリート側は掘削後の目視調査，

地山側は物理探査及びコアボーリング調査により確認している。地中連続壁部のコンクリート未

充填箇所においては鉄筋が露出している状態であり，掘削が完了している中実鉄筋コンクリート

側は大気中に露出している状態である。また，地中連続壁部の地山側のコンクリート未充填箇所

の鉄筋は，地中連続壁部の天端はT.P. -1. 84mであるため，地下水中に露出されている状態であ

る。
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2. 2 鉄筋の残置状況を踏まえた腐食耐性に係る考察

鉄筋が気中に露出している地中連続壁部の中実鉄筋コンクリート側は，露出鉄筋の防錆処理後

にコンクリートの充填を行い，壁面は平坦に補修を行う。当作業により，中実鉄筋コンクリート

は，設計上の寸法及び鉄筋のコンクリートかぶりを確保する健全な鉄筋コンクリートが築造で

き，既存の鉄筋コンクリート構造物と同等の腐食に対する耐性を有すると判断した。

一方，地中連続壁部の地山側のコンクリート未充填箇所の鉄筋は，地下水中に露出した状態と

なる。地下水中の鉄筋の腐食及び腐食の進行について以下に示す。

前節の鉄筋の腐食の化学反応式からは，鉄の腐食は水と酸素が主な要因であり，腐食が進行す

るには両要因の同時供給が必要となる。また，鉄筋の腐食の要因として塩害があるが，塩分の付

着，または塩水との接触のみでの腐食は発生しない。塩分は周辺の水分を吸収する性質及び電気

を流れやすくする性質を持っており，前者は大気中に露出されている鉄筋の腐食を促進する要因

となり，後者は地下水中の鉄筋の表面に電位差の発生を活性化させ，水と酸素の供給がある場合

に腐食を促進する要因となる。

地下水以深での鉄筋の腐食は，地下水中の溶存酸素が主な原因となる。地下水の起源は雨水や

雪であり，降雨や降雪時は大気との接触，土中への浸透時は土中の間隙の空気との接触により空

気中の酸素が溶け込まれ，地下水に溶存酸素として存在する。溶存酸素量は，地下水深が深く，

流速が小さいほど少なくなるとされており，その原因としては，地下水は長い年月を経て地盤中

を浸透して流れることにより地層の酸化に酸素を消費されること，流速が小さいと酸素の供給が

少なくなるためである。

ここで，地下水中に露出される鋼材の一例として，鋼管杭の腐食耐性について示す。

「道路橋示方書・同解説 (I共通編 IV下部構造編） （日本道路協会，平成24年）」では，地

下水中の鋼管杭において，腐食の要因となる水，酸素及び鋼管杭表面の電位差の一つが欠けても

腐食の反応は進行せず，腐食は防止されるとしている。建設省土木研究所の調査報告では，表 1

に示すように，地中の鋼管杭の腐食速度は平均 0.001~0.024 mm／年であり，小さい値であるとさ

れている。また，地中の腐食速度は，鉄の錆による遮蔽効果が働くことにより，図 4に示すよう

に経過年数とともに腐食速度は低下することがわかっている。図 4には，建設省土木研究所の腐

食状況調査による最大腐食速度の経過年数 17年の腐食減量（以下，「腐食量」という。）を追記

し，おおむね包含していることを確認した。

鋼管杭は腐食しろを考慮する設計となっており，「道路橋示方書・同解説 (I共通編 IV下部

構造編） （日本道路協会，平成 24年）」，「鉄道構造物等設計標準・同解説（基礎構造物 抗土圧

構造物，鉄道総合研究所）」，「建築基礎構造物設計指針（日本建築学会）」では腐食しろ 1mmと規

定している。腐食しろを設定する設計方法は，構造物の設計耐用年数期間中に鋼材の腐食量に見

合った肉厚を，あらかじめ腐食しろとして見込む方法であり，図 4より鋼管杭の腐食しろ 1mmは

100年経過時の鋼管杭の腐食量に相当し，設計耐用年数は 100年となる。
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表 l 鋼管杭の腐食調査結果 3)

初期推定 実測肉唐 腐食速度
深 さ

士質等
表面
平均肉厚

(mm) (mm/yr) 外 銀
(m) 状態

(mm) 最小値 平均値 最大値 平均値

-0.3~0.0 大気中 塗装 15.81 14.04 15.61 0.104 0.024 塗膜劣化部分の腐食著しい。

0.0~0.2 土 中 II 15 81 15.26 15.76 0 032 0.003 部分的に腐食が認められる程度。

0.2~09 細 砂 裸 15 81 15.14 15 65 0.039 0.009 全体的に腐食している他、局部腐食もある。

シルト混り
全体的に腐食している他、局部腐食も多い。1.7~2.5 II 15.81 14.76 15.41 0 062 0.024 

細 砂

粘 土 混り
5.2~6.1 II 15.42 15.28 15 39 0.008 0.002 ほとんど腐食が認められない。

シル 卜

102~111 II 

＂ 902 8.90 899 0.007 0.002 ＂ 
17 2~18.1 II II 9 21 8.86 915 0.021 0.004 ＂ 
24.2~251 II II 8.74 8.61 8.73 0.008 0.001 ＂ 
28.2~291 II I} 874 8.21 8.70 0.031 0.002 ＂ 
352~361 細 砂 II 9 57 9.38 9 52 0011 0.003 II 

以上より，地下水中の鋼材の旗食速度は 100年で 1mmと十分小さいことを確認した。また，地中連

続壁部の地山側の鉄筋の腐食は，地中連続壁部が一定の厚さを有すること，中実鉄筋コンクリートは

鉄筋のかぶりを確保することにより，中実鉄筋コンクリートヘの影響はないと判断した。
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図4 地中での腐食減量の経年変化 5)

（図中の赤字は建設省土木研究所の設置後 17年経過した鋼管杭腐食調査の最大腐食速度による腐

100 

食減量を示す）

注記： 3）森芳徳，片脇清他：幸谷橋において 17年間共用された鋼管ぐい橋脚の士中腐食，土木技術資

料， 23-6, 1981年

4)大崎順彦 ：鋼ぐいの腐食，p.66,鋼材倶楽部（現社団法人日本鉄鋼連盟）， 1980年

5)守屋進，村瀬正次，中瀬啓澳：鋼管，鋼矢板の土中腐食性状の統計的検討，士木技術資料47-

3, p. 54, 2005年
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（参考3) 中実鉄筋コンクリートの軸方向鉄筋（鉛直方向）の鉄筋定着について

中実鉄筋コンクリートの軸方向鉄筋（鉛直方法）における鉄筋定着に関する設定の考え方を示す。

1.中実鉄筋コンクリート内の鉄筋定着について

中実鉄筋コンクリート内の鉄筋定着は，「道路橋示方書（ I共通編． IV下部構造編）・同解説（日本道

路協会，平成 24年 3月）」に示す図 1の(a)の場合として「基本定着長十 d」以上とする。また，基

本定着長については，「道路橋示方書(I共通編． IV下部構造編）・同解説（日本道路協会，平成24年 3

月）」に示す図 2より算出する。図 2より算出した鉄筋の基本定着長を表 lに示す。表 lに示すとお

りコンクリート設計基準強度が 50N/m而で鉄筋種別が SD490の基本定着長は 32.65 cf>となることか

ら， D51鉄筋の場合の基本定着長は 1850mm (36. 25 cf>)である。中実鉄筋コ ンクリート内の鉄筋定着

について， 図7に算定した定着長及び当該定着長の確保状況を示す。

三 □
(a)上下から拘束されていない場＾

d :部材の有効高さ

図 l 中実鉄筋コンクリート内における定着長（軸方向鉄筋（鉛直方向））

la=~¢ • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • (7.8.1) 
4-roa 

ここに，

111 ：付着応力度より箕出する重ね継手長 (mm)

6幻：鉄筋の許容引張応力度 (N/mmり

砧：コンクリートの許容付著応力度(N/mmり

¢ ：鉄筋の直径 (mm)

図2 付着応力度より算出する重ね継手長（基本定着長）

表 l 鉄筋の基本定着長

コンク 許容 鉄筋種別

種別
リート 付着 （許容引張応）］度 N/mmり
設計基準 応力度 SD345 SD390 SD490 

強度 (N/mmり 200 230 290 

24 1. 6 31. 25 <b 35. 94 ¢ 45. 31 <i> 
気中 40 2.0 25. 00 cb 28. 75 <b 36. 25 cb 

50 2.0 25. 00 cb 28. 75 <b 36. 25 o 
水中（連幣） 40 1. 55 32. 26 <b 37.lOcb 46. 77 d> 

注記 中実鉄筋コンクリート コンクリ ート設計基準強度 ：50N/mm2

鉄筋種別・鉄筋径 ：SD490 • D51 
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2. 中実鉄筋コンクリートから頂版鉄筋コンクリートヘの鉄筋定着について

中実鉄筋コンクリートから頂版鉄筋コンクリートヘの鉄筋定着は，「道路橋示方書(I共通編・ IV下

部構造編）・同解説（日本道路協会，平成 24年 3月）」の図 3に示す場所打ち杭の接続方法の場合とし

て「基本定着長＋10cp」以上とする。基本定着長については 「1.中実鉄筋コンクリート内の鉄筋定

着について」と同様に，図 2より算出する。図2より算出した鉄筋の基本定着長を表 lに示す。ま

た，鉄筋定着の該当箇所を図 7に示すlo 頂版鉄筋コンクリートに定着させる鉄筋定着について，図 7

に算定した定着長及び当該定着長の確保状況を示す。

定着部帯鉄筋D13以上
150mm間隔以下

杭頭部帯鉄筋
D13以上
150mm間隔以下

L。f：基本定着長

¢ ：鉄筋径

図3 中実鉄筋コンクリートから頂版鉄筋コンクリートに定着させる定着長

（軸方向鉄筋（鉛直方向））

3. 中実鉄筋コンクリート下端の鉄筋定着について

鉄筋定着の該当箇所を図 7に示す。中実鉄筋コンクリート先端部における鉄筋定着については，

「道路橋示方書(I共通編・ W下部構造編）・同解説（日本道路協会，平成 24年 3月）」の「15章深礎

基礎」「15.9 構造細目」に準じて決定する。ただし，「15.9 構造細目」には「軸方向鉄筋は

12. 11. 2 (3) 1)の規定に準じて配置する」との記載があり， 12.11. 2 (3) 1)によれば，図 4に示すとお

り，基礎先端の軸方向鉄筋においてはフックをつけなくてよいと記載されている。以上のとおり，道

路橋示方書では深礎基礎先端において必要な定着性能は明記されておらず，“フックをつけなくてよ

い”との記載から，基礎先端部においては，可能な範囲で軸方向鉄筋（鉛直方向）を延長することで

構造上の問題はないと解釈できる。

：柑鉄筋

釉方向鉄筋

図ー12.11. 1 鉄筋のかぶり d

(3)軸方向鉄筋及び帯鉄筋は，施工性に配慮したうえで有効に機能するよう，

次により配匝する。

1) 軸方向鉄筋の鉄筋岱，寸法及び間隅は表ー12.11.lによるe なお，軸方向

鉄筋は一重配筋としフ と名と，2りなくてふい

図4 道路橋示方書 12. 11. 2 (3) 1)の抜粋
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「道路橋示方書(I共通編・ IV下部構造編）・同解説（日本道路協会，平成 24年 3月）」

この解釈によると，中実コンクリート先端部において必ずしも必要定着長を確保する必要はないこ

とから，定着長に係る特段の照査は実施しない方針とする。ただし，基礎先端部の発生断面力に対し

鉄筋とコンクリートが一体として挙動することを設計上評価しておく必要があると判断したことか

ら，図 5に示す「鉄筋コンクリート設計計算指針・同解説（日本建築学会， 2024)」に基づき，最大

発生せん断力に対して局部付着力応力度を算出し，許容付着応力度を下回ることを確認する。許容付

着応力度を表 lに示す。

b) Ill’""四JJ賓の日定
鱗置l"<I16 IにLいて ●9日とさとだけ鴫れた:!jj 1:.せん駈'}JQが加わることにより． 11

籟1.mr+d71-r-(ITの引如）rをりじる．この研dTは臼Ifモ・メントの嗜分ヽIVIこよ
って4じるので．次式となる

dT-~-', d.¥f 
J 

(" 16 1) 

h. dIP．長さd.c. ~｀只が'In鯰如釦 1 こ 1a炉J賓 r., を‘tじさせるので 次人となる

dTーr.¢d.r渭16.2)

¥m lb l A33よび 1"16 2 人を⇔霞し．さら1.・ d．ヽ f心ーQの条nを代人すると 次式が
られる

二局部付着応力度の算出式 '̀16 3 

渭 1631,しによ）てりえられるHm心J廣1”'ifiiむlc,/J噸？：1tl i!II;f←-,, 9 卜0)餐化

る置分 Iせん厄 9J C) tし 9wo• る紅がで，，＂叩9"飯定の＂とで'}じ

このl"四））覆1よせん厄JJの分ん 1ユしして分もするn"のしのであり．負1""’と1J吹が公K'.-K
立なる島介．i10肇填によって A滋仰•コ 9 ク｝ートと n化の 1ば 1"!1なわれる その湯介

で(, 1バ｝絨墳J渾心の樹●でn筋が 1うt;・tでされていれば は1W)fすむが．“夕rfflなわれた
しいUい＞tlないそのため次mの I!£J

図5 局部付着応力度の算出

「鉄筋コンクリート設計計算指針・同解説（日本建築学会， 2024)」

軸方向鉄筋（鉛直方向）の局部的付着応力度の算出においては，図 6に示すとおり，引張側の軸方

向鉄筋（鉛直方向）のうち赤線内の軸方向鉄筋（鉛直方向）のみを考慮する。

中実鉄筋コンクリートの各部位に発生する最大せん断力に対する軸方向鉄筋（鉛直方向）の局部付

着応力度の照査結果を表 2及び表 3に示す。同表から，エ認設計モデル及び残置影響評価モデルにお

いて，耐震評価及び耐津波評価で算出した局所付着応力度が表 1に示す許容付着応力度未満であるこ

とを確認した。
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赤線内の鉛直鉄筋を考虜

[̀!II]][I言言言言言II;]]□9ゾ
引張側

図心軸

図6 局部付着応力度の算出に考慮する低減率

表 2 エ認設計モデルの局部付着応力度照査結果

工認設計モデル

耐窟 耐津波（敷地に遡上する津波）

基礎・配筋パターン 堤軸方向 堤軸直交方向 堤軸方向 堤軸直交方向

せん断力
応付力着度

せん断力
応付力着度

せん断力
応付力着度

せん断力 付着

の最大値 照査値 の最(kN大)値 照査値
の最(kN大)値 照査値 の最大値 応力度 照査値

(kN) (N/rnmり (N/rnmり (N/rnmり (kN) (N/mmり
北基礎 111296 0 200 0 10 102100 0 183 0 10 97299 0 175 0 09 185592 0 333 0 17 

上部 192433 0 314 0 16 137170 0 224 0 12 119881 0 196 0 10 215990 0 352 0 18 

南基礎
中央 （上） 209596 0 279 0 14 144634 0 192 0 10 129299 0 172 0 09 214108 0 285 0 15 

中央 （下） 215000 0 232 0 12 135923 0 147 0 08 130817 0 141 0 08 203725 0 220 0 12 

下部 76410 0 102 0 06 96393 0 128 0 07 120417 0 160 0 09 166211 0 221 0 12 

表 3 残置影響評価モデルの局部付着応力度照査結果

残置影響評価モデル

耐窟 耐津波（敷地に遡上する津波）

基礎 ・配筋パターン 堤軸方向 堤軸直交方向 堤軸方向 堤軸直交方向

せん断力
応付力着度

せん断力
応付力着度

せん断力
応付力着度

せん断力
応付力着度

の最(kN大)値
照査値 の最大値 照査値 の最大値 照査値

の最(kN大)値
照査値

(N/mm2) (kN) (N/mmり (kN) (N/mm2) (N/mm2) 

北基礎 148456 0.266 0 14 120242 0 216 0 11 159016 0 285 0 15 197607 0 355 0. 18 

上部 212129 0. 346 0 18 146350 0. 239 0. 12 167682 0. 274 0. 14 220389 0. 360 0. 18 

南基礎
中央（上） 252757 0. 336 0. 17 158829 0 211 0 11 193316 0 257 0. 13 222805 0. 296 0. 15 

中央 （下） 264682 0. 286 0. 15 148785 0. 161 0. 09 199903 0. 216 0. 11 219503 0. 237 0. 12 

下部 75484 0 100 0 06 95495 0 127 0 07 135945 0 181 0 10 214281 0 285 0 15 
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中実鉄筋コンクリートから頂版鉄筋コンクリート

に定着させる鉄筋定着について定着長以上

確保している

r---------------.. 
定着長※2

軸方向鉄筋（鉛直方向）は

頂版鉄筋コンクリート内に定着させる

中実鉄筋コンクリート内の鉄筋定着について，

定着長以上確保している。

中央（上）の軸方向鉄筋 （鉛直方向）11段の内，

内側3段を定着させる位置

0
0
0
9
(
:
J
'
)
点
f
廿

+
|
f
-
6
 

中央（下）の軸方向鉄筋 （鉛直方向）18段の内，

内側7段を定着させる位晋

n
溢
溢
挑
廿

g
0
8
9
l

（ビ
）
以
廿

9
6
0
0
9
翠
J
'

10700 
中実鉄筋コンクリート下端の鉄筋定着については，

基礎先端部まで鉄筋を延長する。

※1．定着長は基本定着長十d以上とする。
よって，1850+9976=1l 826ITTn以上を確保する。

※2定沼長は頂版鉄筋コンクリート下面鉄筋中心から基本定沼長＋10¢ とする。
よって，頂板鉄筋コンクリート下面鉄筋中心から1850+510=2360mm以上を確保する。
（頂版鉄筋コンクリート下面からは2360+225.5=2585.511JTI以上とする）

図 7 軸方向鉄筋（鉛直方向）の鉄筋定着箇所図 （南基礎）
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（参考4)基礎地盤の鋼管杭に対する引抜き抵抗性能評価について

残置影響評価モデルにおける基礎地盤の鋼管杭に対する引抜き抵抗性能評価を示す。

1. 極限引抜き抵抗力

極限引抜き抵抗力は（式 l) により算出する。算出に用いる地盤のせん断強度 (CU強度）を表 1

に示す。なお，鋼管杭の周囲には，先行掘削孔との間に原地盤よりも強度の高い均質置換士（セメ

ントベントナイト）があるが，ここでは原地盤のせん断強度を用いて保守側に評価する。

凡＝UI(Li• cua （式 1)

ここで，

凡 ：地盤から決まる杭の極限引抜き抵抗力 (kN)

u :杭の周長 (m)
Li ：引抜き抵抗を考慮する層の層厚 (m)

cui ：引抜き抵抗を考慮する層のせん断強度 (kN/mり
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2. 耐震評価

2次元有効応力解析によって算出される杭頭の引張力が，前述の算出式（式 1)

抜き抵抗力以下となることを確認する。

鋼管杭の引抜き抵抗性能結果を表 2～表 5に示す。南基礎においてはSs-D  1 〔H三 v→(地

盤ケース④，③ー③断面）で最大の 11914kNとなり，地盤の極限引抜き抵抗力 146105kN以下であ

り，北基礎においてはSs - 3 1 [H+, V十〕（地盤ケース④，②一②断面）

り，地盤の極限引抜き抵抗力 142008kN以下であることを確認した。

いずれもエ認設計モデルでの値を下回っており，堤軸方向の①一①断面については引抜きが生じ

ない結果となっている。

なお，鋼管杭に対する引抜き抵抗力は，「道路橋示方書(W下部構造編）・同解説（日本道路協会，

平成 24年3月）」において， レベル2地震時には評価対象としていない。ここで， s s地震動はレベ

ル2相当を上回る規模の地震である。

より求めた極限引

で最大の 5420kNとな

南基礎
平面図
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亡コ 地中連続壁部を示す。

杭記号位置図（鋼管杭）

参考 4-3

482 



表 2 ①ー①断面南基礎鋼管杭の引抜き抵抗性能結果

地盤ケース 地震動 位相
杭

記号

① s s -3 1 H+, V+ S 2 
② S s - 3 1 H+, V+ S 2 

③ S s - 3 1 H+, V+ S2 

④ s s -3 1 H+, V+ S2 
⑤ S s - 3 1 H+, V+ S 2 

⑥ S s - 3 1 H+, V+ S 2 

注記 ：① ：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

②：地盤物性のばらつきを考慮(+1 a) した解析ケース

③：地盤物性のばらつきを考慮(-1 a) した解析ケース

杭頭の

最大引張力

(kN) 

-405 

-426 

-374 

-353 

-412 

-435 

極限

引抜き抵抗力

(kN) 

146105 

146105 

146105 

146105 

146105 

146105 

④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥ ：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1a) して非液状化の条件を仮定した解析ケース

杭記号位置は図 lに示す。ハッチ部は最大値を示す。

最大引張力が負の場合は全杭とも全時刻において圧縮状態であることを示す。

南側

u□]00000じ 北基礎

R↑Iし
叫

皿
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表 3 ①ー①断面北基礎鋼管杭の引抜き抵抗性能結果

地盤ケース 地震動 位相
杭

記号

① S s - 3 1 H+, V+ Nl 

② S s - 3 1 H+, V+ Nl 

③ S s - 3 1 H+, V+ Nl 

④ S s - 3 1 H+, V+ Nl 

⑤ S s - 3 1 H+, V+ Nl 

⑥ S s - 3 1 H+, V+ Nl 

注記 ：①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

② ：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1a) した解析ケース

③：地盤物性のばらつきを考慮(-1 a) した解析ケース

杭頭の

最大引張力

(kN) 

-192 

-166 

-223 

-lll 

-188 

-170 

極限

引抜き抵抗力

(kN) 

142008 

142008 

142008 

142008 

142008 

142008 

④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥：地盤物性のばらつきを考慮（＋ 1a) して非液状化の条件を仮定した解析ケーース

杭記号位置は図 1に示す。ハッチ部は最大値を示す。

最大引張力が負の場合は全杭とも全時刻において圧縮状態であることを示す。

南俳l

リ直］聞且

⑤↑Iし
叫

閲
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表4 ③ー③断面南基礎銅管杭の引抜き抵抗性能結果

杭
杭頭の 極限

地盤ケース 地震動 位相 最大引張力 引抜き抵抗力
記号

(kN) (kN) 

① S s-D 1 H-, V- 西側 11127 146105 

② S s-D 1 H-, V- 西側 10766 146105 

③ S s-D 1 H-, V- 西側 11317 146105 

④ S s-D  1 H-, V- 西側 11914 146105 

⑤ S s-D 1 H-,v- 西側 11522 146105 

⑥ S s-D 1 H-, V- 西側 11494 146105 

注記 ：①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

② ：地盤物性のばらつきを考慮（＋1a) した解析ケース

③ ：地盤物性のばらつきを考慮 (-1a) した解析ケース

④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させる

ことを仮定した解析ケース

⑤ ：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥ ：地盤物性のばらつきを考慮(+1 a)して非液状化の条件を仮定した解析ケース

杭記号位置は図 1に示す。ハッチ部は最大値を示す。
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表 5 ②ー②断面北基礎鋼管杭の引抜き抵抗性能評価結果

杭
杭頭の 極限

地盤ケース 地震動 位相 最大引張力 引抜き抵抗力
記号

(kN) (kN) 

① s s -3 1 H+, V+  西側 5337 142008 

② S s - 3 1 H+, V+  西側 4230 142008 

③ S s - 3 1 H+, V+  西側 4257 142008 

④ S s - 3 1 H+, V+  西側 5420 142008 

⑤ S s - 3 1 H+, V+  西側 4949 142008 

⑥ s s -3 1 H+, V+  西側 3804 142008 

注記 ： ① :原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース

②：地盤物性のばらつきを考慮(+1 a) した解析ケース

③：地盤物性のばらつきを考慮(-1 a) した解析ケース

④ ：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑤：原地盤において非液状化の条件を仮定した解析ケース

⑥：地盤物性のばらつきを考慮(+1 a) して非液状化の条件を仮定した解析ケーース

杭記号位置は図 1に示す。ハッチ部は最大値を示す。

叩

北基礎

＾ ↓
R
 几 日
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（参考5)3次元静的フレーム解析による支持性能評価について

「4.2. 2 (5) 基礎地盤の支持性能に対する評価結果」においては， 2次元有効応力解析による鋼

製防護壁基礎地盤の重畳時の支持性能評価結果を示した。これに対し，本資料では3次元静的フレー

ム解析による鋼製防護壁基礎地盤の重畳時の支持性能評価結果を示す。

接地圧の算出位置は，図 1に示すとおり中実鉄筋コンクリート底面及び鋼管杭底面である。接地圧

は，これらの位置に設定した地盤バネの鉛直方向反力から算出する。なお，中実鉄筋コンクリートの

接地圧は，残置影響評価モデルを用いるため，地中連続壁底面が負担する接地圧も中実鉄筋コンクリ

ート底面にて負担するとして算出する。中実鉄筋コンクリート底面における支持性能に対する評価結

果を表 lに，接地圧分布図を図 2及び図 3に示す。一方，鋼管杭底面における支持性能に対する評価

結果を表 2に，表 2に示した杭記号の位置を図 4に示す。

表 l，図 2及び図 3より，中実鉄筋コンクリート底面における接地圧の最大値は，地盤バネ 5におい

て北基礎で 5759kN/m2,南基礎で 3015kN/正であり，いずれも基礎地盤の極限支持力度以下（北基礎

の最大照査値0.95, 南基礎の最大照査値0.51)であることを確認した。

一方，鋼管杭底面については，表 2より，接地圧の最大値は地盤バネ 2において北基礎で 2486

kN/m2,南基礎で 2289kN/耐であり，いずれも基礎地盤の極限支持力度以下（北基礎の最大照査値

0. 49,南基礎の最大照査値0.46)であることを確認した。なお，最大接地圧が最大になる地盤バネ 2

における各鋼管杭の接地圧は，表 3に示すとおりである。表3から北基礎の接地圧の最大値は取水口

側の NWlで発生し，南基礎の接地圧の最大値も取水口側の SW6で発生する。これは，図 5に示すとお

り取水口側の鋼管杭ほど底面地盤に強く押し付けられるためである。

以上のことから， 2次元有効応力解析による評価結果と同様に， 3次元静的フレーム解析において

も中実鉄筋コンクリート底面及び鋼管杭底面の接地圧が許容限界以下であることを確認した。

北基礎

中実鉄筋コ ンクリートの接地圧算定位置

北基礎

鋼管杭の基礎地盤支持力の算定位置

図1 中実鉄筋コンクリート及び鋼管杭の接地圧算出位置
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表 l 基礎地盤の支持性能評価結果

（中実鉄筋コンクリート）

地盤バネ 接地圧 極限支持力度
照査値荷重条件 基礎

(kN/mり (kN/mりケ ス

北基礎 590 6116 0. 10 
地盤バネ 1

南基礎 550 5991 0. 10 
津波時

北基礎 2237 6116 0. 37 
地盤バネ 2

南基礎 2063 5991 0. 35 

北基礎 3315 6116 0.55 
地盤バネ 3

南基礎 2233 5991 0. 38 

北基礎 5325 6116 0.88 
重畳時 地盤バネ4

南基礎 2747 5991 0. 46 

北基礎 5759 6116 0.95 
地盤バネ 5

南基礎 3015 5991 0. 51 
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図3 重畳時（敷地に遡上する） の中実鉄筋コンクリートの接地圧分布図
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表 2

荷重 地盤バネ
基礎

条件 ケース

北基礎
地盤バネ 1

南基礎
津波時

北基礎
地盤バネ 2

南基礎

北基礎
地盤バネ 3

南基礎

北基礎
重畳時 地盤バネ 4

南基礎

北基礎
地盤バネ 5

南基礎

南基礎

基礎地盤の支持性能評価結果

（鋼管杭）

接地圧
杭記号

(kN/mり

NW5 48 

SW2 22 

NWl 2486 

SW6 2289 

NW6 472 

SWl 256 

NW6 904 

SWl 318 

NW6 993 

SWl 327 

北基礎

極限支持力度

(kN/mり

5092 

5039 

5092 

5039 

5092 

5039 

5092 

5039 

5092 

5039 
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図 4 杭記号位置図（鋼管杭）
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表 3 基礎地盤の支持性能評価結果（地盤バネ 2の結果詳細）

荷重 地盤バネ 接地圧 極限支持力度
照査値基礎 杭記号

(kN/mり (kN/mり条件 ケース

NWl 2486 5092. 0 0.49 

NW2 2161 5092. 0 0.43 

NW3 2159 5092. 0 0.43 
北基礎

NW4 2157 5092. 0 0.43 

NW5 2156 5092. 0 0. 43 

NW6 2477 5092. 0 0.49 
津波時 地盤バネ 2

SWl 2264 5039. 0 0. 45 

SW2 1999 5039. 0 0.40 

SW3 2003 5039. 0 0.40 
南基礎

SW4 2007 5039. 0 0.40 

SW5 2012 5039. 0 0. 40 

SW6 2289 5039. 0 0. 46 

注記 津波時及び重畳時の津波種別は，敷地に遡上する津波の重畳時である。
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変形倍率 100倍

図5 津波時（敷地に遡上する津波）の地盤バネ 2における変形図
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